
第115条の2 / 第115条の2の2 様式

年 月

級 円

円

円

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日

年 月 日

配偶者の状態

配偶者がいない

配偶者が組合員の子と親子関係がない

組合員が配偶者から暴力を受け別居中

配偶者が無業者

配偶者が就労しているが、雇用される労働者ではない（自営業者・フリーランス等）

配偶者が産後休業中

１～６以外の下記理由で配偶者が育児休業をすることができない

年 月 日
住　所

氏　名

年 月 日
職　名

氏　名

裏面（ｂ）と（ｃ）のいずれか低い額

裏面B期間：給付日額 裏面（d）と（e）のいずれか低い額

新規・支給延長・変更 / 支援(新規)・支援(再)

❷請求期間

パパママ育休プ
ラス適用の有無

育児休業手当金の支給期間
延長事由(裏面の該当番号)

❶請求期間
令和

令和

令和 から
③育児休業期間

から

まで

理由

裏面A期間：給付日額

育
児
休
業
手
当
金
（

変
更
）

育
児
休
業
支
援
手
当
金

から

令和

令和 令和

令和 まで 令和

令和

令和

所属所長

令和

請求者

日
[共済組合記入欄]

給 付 日 数 日

２

３

４

５

６

７

（標準報酬×1/22）
10円未満四捨五入

円

円
決   定   金   額

　　群馬県市町村職員共済組合理事長　様

❶育児休業期間
(①と同じ場合は記入不要)

令和

[共済組合記入欄]
円

決   定   金   額

まで

まで

令和

まで

から④育児休業期間
(変更後/2回目)

から

まで

から 令和

令和 から

令和 まで

令和 まで 令和

から

まで

まで

請求区分

②請求期間

標準報酬 有・無

又は
個人番号

育児休業に係る
子の生年月日

令和 日

組合員等
記号･番号

記 号 番 号
組合員
氏　名

から

個 人 番 号

(変更後/2回目)

④請求期間
(変更後/2回目)

令和

②育児休業期間
(変更後/2回目)

①請求期間
令和 から

令和 まで 令和
③請求期間

令和

配偶者の職

　上記のとおり請求（変更請求）します。

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

1　育児休業に関する所属機関の長の証明書を添付してください。
2　パパ・ママ育休プラスにより、支給対象期間を延長する場合は、配偶者であることを確認できる書類、配偶者の育児休業期間
　が確認できる書類を添付してください。
3　育児休業支援手当金の請求については、配偶者が「当該育児休業等に係る子について配偶者育児休業等をしたとき(当該配偶者
　が当該子の出生の日から起算して５６日を経過する日の翌日までの期間内にした配偶者育児休業等の日数が通算して１４日以上
　であるときに限る。)」又は「配偶者育児休業等の要件を課さない場合」に該当することを証明する書類を添付してください。
4　勤務しなかった期間に報酬が支払われた場合や、「配偶者の状態」１～７に該当する場合は、その他必要な書類を添付してく
　ださい。

国家公務員 ･ 地方公務員 ･ その他
配偶者の 令和 から

育児休業期間 令和 まで

※組合員の配偶者が以下の１～７に該当する場合は、該当する番号を○で囲み、７の場合は理由も記載してください。

給 付 日 数

育児休業手当金(変更) / 育児休業支援手当金 請求書

子の出生から８週間超～１歳（最長２歳）に達するまでの休業

①育児休業期間

組合員が育児休業に係る子の
産後休業の取得の有無

配偶者の雇用保険加入有　・　無

令和 まで

標準報酬の日額
裏面(a)

子の出生から８週間以内の休業

所　属
機関名

令和❷育児休業期間
(②と同じ場合は記入不要)

１

加入　・　未加入

から 令和 から

※組合員等記号・番号を記入する場合、個人番号は記入しないでください。

（等級） （月額）



育児休業開始から１８０日前後における給付日額　

了した場合で、当該新たな育児休業に係る子の全てが死亡又は組合員と同居しないこととなったこともし
くは養子縁組等が成立しなかったこと

円（e）円未満切捨て

（裏面）

４.介護休業を開始したことにより本請求に係る子についての育児休業を終了した場合で、当該介護休業に
係る対象家族が死亡もしくは離婚等により組合員との親族関係が消滅したこと

５.本請求とは別の子に係る新たな育児休業を開始したことにより本請求に係る子についての育児休業を終

＊給付上限相当額：雇用保険法第17条第4項第2号ハに定める額に相当する額　(年度中に変更の場合あり）

円×５０／１００

円×３０×５０／１００×１／２２

＊給付上限相当額：雇用保険法第17条第4項第2号ハに定める額に相当する額　(年度中に変更の場合あり）

 　の番号を記載してください。

円（b）円未満切捨て

 Ａ期間の給付上限額＊

円（c）円未満切捨て

　標準報酬の日額(ａ)×50/100(円未満切捨て）

円（d）円未満切捨て

 B期間の給付上限額＊

 育児休業手当
 金の支給期間

 延長事由

 ※１歳超（最長２歳）の期間に係る請求の場合には、「育児休業手当金の支給期間延長事由」欄に該当

１.保育所若しくは認定子ども園における保育又は家庭的保育事業等による保育の利用が実施されないこと

２.養育を予定していた配偶者の(死亡 / 負傷・疾病等 / 離婚等による別居 / 産前産後休業等)

３.本請求とは別の子に係る産前産後休業を開始したことにより本請求に係る子についての育児休業を終了
した場合で、当該産前産後休業に係る子の全てが死亡又は組合員と同居しないこととなったこと

※「Ａ期間：給付日額」欄及び「Ｂ期間：給付日額」欄に記載してください。

Ａ期間：【給付日額計算】　育児休業開始日から１８０日(土日を含む日数）まで

　標準報酬の日額(ａ)×67/100(円未満切捨て）

Ｂ期間：【給付日額計算】　育児休業開始日から１８１日以降(土日を含む日数）

円×６７／１００

円×３０×６７／１００×１／２２

市区町村から保育体制

が整備されていない等

の理由により、申込の

受付ができないとされ

た。

育児休業手当

金の支給期間

延長に該当す

る(A)

【必要書類】

・育児休業手当金（変更）請求書

・延長事由認定申告書（理由欄に、特別な配慮が必要な理由及び市

区町村との相談内容等を必ず記載すること。）

　※理由欄の記載内容を確認できる書類（必要に応じて添付）

・医師の診断書、障害者手帳の写しなど、特別な配慮が必要

であることを確認できる書類

要件１

要件２

要件４

市区町村に対して、入所保留となることや育児休業を延長する

ことを積極的に希望する旨の意思表示を行っていない。

入所希望の保育所等が、通所に片道30分以上要する保育所等の

みとなっていない。

【必要書類】

・育児休業手当金（変更）請求書

・延長事由認定申告書（当該申告書⑧欄の項目を選択し、「オ」に

該当する場合には、理由欄に具体的な理由を必ず記載すること。）

　※医師の診断書、障害者手帳の写しなど、特別な配慮が必要で

　あることを確認できる書類（「エ」に該当する場合）

　※理由欄の記載内容を確認できる書類（「オ」に該当する場合）

・市区町村に提出した保育所等の利用申込書（全頁）の写し

・入所保留通知書等の写し

育児休業手当

金の支給期間

延長に該当す

る(C)

群馬県市町村職員共済組合

育児休業手当金の支給期間延長に該当しない

育児休業手当金の支給期間延長に係るフローチャート [R7.4.1施行]

　　　　　　　　　　　　       （１歳超の子に係る育児休業手当金）

子の疾病や障害により特別に配

慮が必要となる。

満1歳（パパ・ママ育休プラスの場合は満1歳2か月。以下同

じ。）到達前に保育利用の申込みをした。

育児休業手当

金の支給期間

延長に該当す

る(B)

【必要書類】

・育児休業手当金（変更）請求書

・延長事由認定申告書

・市区町村に提出した保育所等の利用申込書（全頁）の写し

・入所保留通知書等の写し
利用（入所）開始希望日を満1歳の誕生日以前としている。

要件３

はい

いいえ

要件１～４のう

ちいずれか一つ

でも いいえ が

ある

いいえ

要件１～４

が全て はい 

はい

ただし
要件１～３が全て「はい」であり、

要件４の「いいえ」には合理的理由がある

（延長事由認定申告書⑧欄ア～オに該当）


